
証券コード　6730
2021年６月９日

株 主 の 皆 さ ま へ
東京都千代田区外神田四丁目14番１号

代表取締役社長 松 浦 一 教

第26期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第26期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご
通知申しあげます。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、株主さまの安
全確保のために、ご来場は可能な限りお控えいただき、書面又はインタ
ーネットによる事前の議決権行使をお願い申しあげます。

株主の皆さまにおかれましては、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、2021年６月28日（月曜日）午後６時までに議決権をご行使くださいます
ようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 2021年６月29日（火曜日）　午前10時
２．場 所 東京都千代田区飯田橋三丁目10番８号

ホテルメトロポリタンエドモント　２階　悠久の間
３．株主総会の目的事項

報 告 事 項
１

２

第26期(自2020年４月１日至2021年３月31日)事業報告の内
容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件
第26期(自2020年４月１日至2021年３月31日)計算書類の内
容報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

以　上
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＜ご来場される株主さまへお願い＞
◎接触感染のリスク低減のため、ご来場の株主さまへの資料やお土産の配布は行

いません。また、株主総会の議事は簡略化し時間を短縮して行う予定です。
◎マスクの持参・着用をお願い申しあげます。マスク着用にご協力いただけない

場合、ご入場をお断りいたします。役員・スタッフもマスク着用で対応いたし
ます。

◎受付付近にアルコール消毒液を設置いたしますので、入退場の際にはご利用い
ただきますようお願い申しあげます。

◎会場入場前に、検温を実施いたします。発熱があると認められる方、体調不良
と思われる方は、ご入場をお断りしますので、予めご了承ください。

◎感染予防のため、会場の座席は間隔を広げた配置とさせていただきます。その
ため、ご準備できる座席数には限りがありますので、ご来場いただいてもご入
場できない場合がございます。予めご了承ください。

◎株主総会当日までの感染拡大の状況や政府等の発表内容等により上記対応を変
更する場合がございます。インターネット上の当社ウェブサイトより、最新の
情報をご確認くださいますよう、併せてお願い申しあげます。

◎本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及
び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載
しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。なお、本
招集ご通知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監
査人が監査をした対象の一部であります。
・事業報告の「主要な事業内容」「主要な営業所及び工場」「従業員の状況」「主

要な借入先の状況」「その他企業集団の現況に関する重要な事項」「株式の状
況」「会社の新株予約権等に関する事項」「社外役員に関する事項」「会計監
査人の状況」「職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」「剰
余金の配当等の決定に関する方針」「会社の支配に関する基本方針」

・連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」及び「連結注記表」
・計算書類の「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書類に記載すべき事項を修
正する必要が生じた場合は、修正後の事項を当社ウェブサイトに掲載いたします。

◎本招集ご通知の発送日は2021年６月９日ですが、早期開示の観点から2021年６
月１日より当社ウェブサイトに掲載しております。

＜当社ウェブサイト＞　https://www.axell.co.jp/

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　当社の株主還元方針は「株主の皆さまへの期間収益の還元」と「機動的な経営を
可能にするための内部留保」の適正な水準を勘案し、株主の皆さまへの還元を最大
化することです。本方針に基づき利益配当につきましては、当期純利益の50％を配
当額とすること（配当性向50％）を原則としております。配当性向50％で算定した
配当額が前年配当額を下回る場合には、適正な内部留保を確保したうえで、従前の
配当水準を考慮し配当額を検討いたします。なお、配当性向につきましては、連結
決算を優先いたします。
　この方針のもと、当期の期末配当につきましては、１株につき31円とさせていた
だきたく存じます。

　期末配当に関する事項
(1)  配当財産の種類
　　 金銭といたします。
(2)  配当財産の割当てに関する事項及びその金額
　　 当社普通株式１株につき金31円　　　　　　総額334,720,547円
(3)  剰余金の配当が効力を生じる日
　　 2021年６月30日
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第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名全員は、本総会終結の時をもっ
て任期満了となります。
　つきましては、現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名の再任を
お願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関し、監査等委員会は特段の意見がない旨を確認しております。
　取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者番号

１
まつうら

松浦　
かずのり

一教 再任

生年月日
1970年１月25日生

満51歳

所有する当社の株式数
397,140株

■ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
1994年４月 新日本製鐵株式会社（現日本製鉄株式会社）入

社
1998年４月 当社入社
2004年４月 当社技術グループシニアマネージャー
2006年６月 当社取締役技術グループアシスタントゼネ

ラルマネージャー
2010年６月 当社取締役技術グループゼネラルマネージャー
2012
2014

年
年

６
４

月
月

当社代表取締役社長（現任）
筑波大学客員教授（現任）

■ 取締役会への出席状況
100％（13回中13回出席）

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
とした理由

松浦一教氏は、他社において豊富な半導体開発の経験を持
ち、当社においては代表取締役社長として事業推進、経営管
理に携わっております。その経験と実績をもとに当社の経
営を統括することにより、取締役会の意思決定機能の強化及
び業務執行の迅速化・効率化を図り、経営環境の変化に的確
に対応できる機動的な経営を推進することが期待されるた
め、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者とい
たしました。
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候補者番号

２
さいとう

斉藤　
あきひろ

昭宏 再任

生年月日
1966年８月４日生

満54歳

所有する当社の株式数
25,520株

■ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
1989年４月 新日本製鐵株式会社（現日本製鉄株式会社）入

社
2002年１月 当社入社
2004年４月 当社営業グループシニアマネージャー
2006年６月 当社取締役営業グループアシスタントゼネ

ラルマネージャー
2010年６月 当社取締役営業グループゼネラルマネージャー
2012年６月 当社代表取締役副社長営業グループゼネラ

ルマネージャー
2018年６月 当社代表取締役副社長営業グループ、管理グ

ループ管掌
2019年５月 ax株式会社取締役（現任）
2020年４月 当社代表取締役副社長（現任）

■ 取締役会への出席状況
100％（13回中13回出席）

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
とした理由

斉藤昭宏氏は、他社において豊富な半導体営業・事業推進
の経験を持ち、当社においては代表取締役副社長として事業
推進・経営管理に携わっております。その経験と実績をもと
に当社の経営を統括することにより、取締役会の意思決定機
能の強化及び業務執行の迅速化・効率化を図り、経営環境の
変化に的確に対応できる機動的な経営を推進することが期
待されるため、取締役（監査等委員である取締役を除く。）
候補者といたしました。
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候補者番号

３
か に え

蟹江　
こ う じ

幸司 再任

生年月日
1976年９月30日生

満44歳

所有する当社の株式数
14,190株

■ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
2001年４月 当社入社
2009年１月 当社技術グループシニアマネージャー
2012年６月 当社取締役技術グループゼネラルマネージャー
2019年４月 当社取締役技術グループ管掌　情報セキュリ

ティ担当ゼネラルマネージャー
2020年４月 当社取締役情報セキュリティ担当ゼネラルマ

ネージャー（現任）
■ 取締役会への出席状況

100％（13回中13回出席）

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
とした理由

蟹江幸司氏は、在学時に当社と共同研究を行っている研究
室に所属し、当社入社後は豊富な開発業務経験を重ね、現在
は情報セキュリティ部門を中心とした経営全般に携わって
おります。その経験と実績を当社の経営に反映することに
より、取締役会の意思決定機能の強化及び業務執行の迅速
化・効率化を図り、経営環境の変化に的確に対応できる機動
的な経営を推進することが期待されるため、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）候補者といたしました。
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候補者番号

４
きゃくの

客野　
か ず き

一樹 再任

生年月日
1983年12月12日生

満37歳

所有する当社の株式数
5,290株

■ 略歴、地位及び担当（重要な兼職の状況）
2006年４月 当社入社
2011年３月 筑波大学大学院システム情報工学研究科博

士後期課程修了（工学博士）
2013年４月 当社技術グループシニアマネージャー
2014年４月 筑波大学客員准教授（現任）
2018年６月 当社取締役新規事業推進担当ゼネラルマネー

ジャー 技術グループアルゴリズムチームチー
ムリーダー

2018年７月 株式会社VIPPOOL取締役（現任）
2019年４月 当社取締役技術グループアルゴリズムチー

ム管掌　新規事業推進担当ゼネラルマネー
ジャー（現任）

2019
2019

年
年

５
８

月
月

ax株式会社取締役（現任）
モーションポートレート株式会社取締役

■ 取締役会への出席状況
100％（13回中13回出席）

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者
とした理由

客野一樹氏は、在学時に当社と共同研究を行っている研究
室に所属し、当社入社後は一貫して当社LSI製品の差別化要
素となる独自技術の研究開発に携わり、研究開発部門のリー
ダーを務め、現在は新規事業分野の経営に携わっておりま
す。今後も新規事業分野における事業推進において主導的
役割が期待されるとともに、その経験と実績を当社の経営に
反映することにより、取締役会の意思決定機能の強化及び業
務執行の迅速化・効率化を図り、経営環境の変化に的確に対
応できる機動的な経営を推進することが期待されるため、取
締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者といたしま
した。

--------------------------------------------------------------------------
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（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
　　　２．各候補者の年齢は、本総会終結時の満年齢です。
　　　３．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約
　　　　　を保険会社との間で締結し、被保険者が負担することになる、役員等と
　　　　　しての職務の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求
　　　　　を受けることによって生ずる損害を、当該保険契約により填補すること
　　　　　としております。各取締役候補者は、当社の取締役として当該保険契約
　　　　　の被保険者に含まれており、本議案により当社の取締役に再任された場
　　　　　合も、引き続き被保険者に含まれることとなります。また、当社は、本
　　　　　議案に係る取締役の任期中に、当該保険契約を更新することを予定して
　　　　　おります。
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＜議決権行使のお手続きについて＞

議決権を行使される場合は、下記の事項をご確認のうえ、ご行使くださいますよ
うお願い申しあげます。

記
１．郵送(書面)による議決権行使について

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、前記の行使期
限までに到着するようご返送ください。

２．インターネットによる議決権行使について
（１）議決権行使ウェブサイト(https://evote.tr.mufg.jp/)にアクセスしていただ

き、同封の議決権行使書用紙に表示された「ログインID」及び「仮パスワー
ド」をご利用のうえ、画面の案内に従って、前記の行使期限までに議案に対
する賛否をご入力ください。

（２）議決権行使ウェブサイトをご利用いただくための費用（インターネット接続
料金・通信料金等）は株主さまのご負担となります。

（３）インターネットによる議決権の行使は、2021年６月28日（月曜日）午後６
時まで受け付けいたしますが、できるだけお早めにご行使いただき、ご不明
点等がございましたらヘルプデスクへお問い合わせください。

３． パスワードの取り扱い
（１）株主総会招集の都度、新しい「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご通

知いたします。
（２）パスワードは議決権を行使される方が株主さまご本人であることを確認する

手段ですので、大切にお取り扱い願います。パスワードに関するお電話等に
よるご照会にはお答えいたしかねます。

４． 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
　　　郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インター

ネットによる議決権行使の内容を有効といたします。また、インターネット
により複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を
有効といたします。

システム等に関するお問い合わせ
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120-173-027（受付時間　午前９時～午後９時　通話料無料）
以　上
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（添付書類）

事　業　報　告
(自 2020年 ４月 １日)至 2021年 ３月 31日

１．企業集団の現況
（１）当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の世界

的な感染拡大の影響により、社会経済活動が制限される等依然として厳しい
状況で推移いたしました。

当社グループの主力市場であるパチンコ・パチスロ機市場は、レジャーの
多様化や依存症対策を目的として改正された「風適法施行規則等」の影響等
により、遊技ホールの新台購入意欲が低迷するなど厳しい市場環境が続いて
おります。さらには、厳しい市場環境を背景にパチンコ・パチスロ機メーカ
ーのコスト削減意識は高く、当社製品を含む構成部材のリユース（再利用）
が一層浸透するなど、当社グループを取り巻く事業環境は厳しさが増してお
ります。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響から、2020年５
月に国家公安委員会において改正規則附則が改正され、当初2021年１月まで
に求められていた旧規則機の市場撤去期限は概ね１年延長されるなど、市場
の見通しは極めて不透明な状況となっております。

かかる環境の中で当社グループは、従業員及び取引先を含めた関係者の皆
さまの安全を最優先とした新型コロナウイルス感染症対策を継続したうえで、
パチンコ・パチスロ機市場での安定収益確保に向けた取り組み、組み込み機
器市場（注）に向けたグラフィックスLSIの販売拡大、さらには新規事業と
位置づけるミドルウェア、機械学習/AI、ブロックチェーン、セキュリティ
の４領域における早期事業化に向けた活動に注力いたしました。また、新規
事業の展開を加速させる観点から、組織再編やアライアンス、出資の検討等
を積極的に実施いたしました。さらには当連結会計年度におきましては、パ
チンコ・パチスロ機市場でのメモリビジネスの安定化及び拡大を企図して、
富士通デバイス株式会社（現NVデバイス株式会社）と共同出資による子会
社aimRage株式会社（出資比率70％）を2020年11月18日に設立いたしまし
た。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は前期比265百万円減（同2.9％減）
となる8,999百万円、売上総利益は同143百万円増（同4.8％増）となる3,091
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百万円となりました。売上総利益では製品ミックスの変動により前期に比し
て2.5ポイント改善となる34.4％となっており、前期比売上高減収に対して
売上総利益では増益となっております。

販売費及び一般管理費は前期比0百万円増（同0.0％増）となる2,555百万
円、販売費及び一般管理費のうち研究開発費は同77百万円減（同5.0％減）
となる1,472百万円となっております。

以上により、営業利益は前期比142百万円増（同36.3％増）となる536百
万円となりました。また、営業外収益にNEDO助成金収入119百万円を計上
した結果、経常利益は前期比170百万円増（同31.8％増）となる705百万円、
親会社株主に帰属する当期純利益は同202百万円増（同43.2％増）となる670
百万円となりました。

（注）「組み込み機器市場」とは、パチンコ・パチスロ機以外の組み込み機器の製造に係
る市場として使用しております。組み込み機器とはコンピュータが内部に組み込ま
れており、そのコンピュータに特定のアプリケーションに特化した処理を行わせる
電子装置を意味しております。医療機器や自動販売機、生活家電など多種多岐にわ
たる機器が組み込み機器に該当いたします。

なお、セグメント別の経営成績は次のとおりであります。また、下記セグ
メントのほか、各セグメントに配分していない全社費用が623百万円となっ
ております。

(1) LSI開発販売関連
LSI開発販売関連は既存事業であるパチンコ・パチスロ機向けと組み込み機

器向け製品から構成されており、売上高は前期比375百万円減（同4.1％減）
となる8,692百万円、セグメント利益は同７百万円増（同0.5％増）となる
1,622百万円となりました。パチンコ・パチスロ機向け製品では、グラフィ
ックスLSIが前期に対し約１万個増加となる約40万個の販売となりましたが、
メモリモジュール（注）製品等のその他製品は顧客の需要動向等により前期
を若干下回る販売となりました。なお、新型コロナウイルス感染症拡大に伴
い実施された旧規則機の市場撤去期限の延長措置により、当期に見込まれて
いた新規則機への入替需要は当期及び翌期へと分散されることとなっており
ます。当社の分析では、緊急事態宣言に伴う遊技ホールの営業自粛の影響に
加え、入替需要の一部が翌期にずれ込んだことから、当社の市場規模の目安
となるパチンコ・パチスロ機の年間販売台数は120万台程度まで落ち込んだ
ものと考えております。このような状況の中、第１四半期、第２四半期とパ
チンコ・パチスロ機向け製品の販売は減速傾向を示しておりましたが、第３
四半期中ごろより新たな撤去期限に向けた入替えが進展し始めており足元の
販売・受注動向は回復の兆しを見せております。なお、同セグメントにおけ
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る四半期ごとの売上高の推移は、第１四半期2,502百万円、第２四半期1,616
百万円、第３四半期1,911百万円、第４四半期2,661百万円となっているほ
か、当期末の受注残高は5,284百万円となっております。

（注）「メモリモジュール」とは、パチンコ・パチスロ機の画像表示用基板に搭載される
画像データを保持しておく部分の仕組みを意味しております。

(2) 新規事業関連
新規事業関連はミドルウェア、機械学習/AI、ブロックチェーン、セキュ

リティ領域に向けたスタートアップ事業であり、ミドルウェア、機械学習/AI
領域での売上高を中心に、売上高は前期比110百万円増（同56.3％増）とな
る306百万円、セグメント損失は同178百万円減（前期は641百万円の損失）
となる462百万円となりました。なお、当連結会計年度におきましては、機
械学習/AI領域における開発支援ビジネスが大きく伸長いたしました。

②　設備投資の状況
　当連結会計年度における設備投資の総額は14百万円であります。
　その主な内訳は、設計開発用機材等として12百万円となっております。

③　資金調達の状況
　当連結会計年度における設備投資等は、すべて自己資金で賄っております。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の
状況

　当社の連結子会社であるax株式会社は、2020年12月１日付でax株式会社
を存続会社とする吸収合併により、当社の連結子会社であるモーションポー
トレート株式会社の権利義務を承継いたしました。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
　当社は、2020年11月18日付で富士通デバイス株式会社（現NVデバイス
株式会社）との共同出資による子会社aimRage株式会社を設立いたしまし
た。なお、当社の出資比率は70％であります。
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（２）直前３事業年度の財産及び損益の状況
①企業集団の財産及び損益の状況の推移

区　　　　分 第23期
(2018年３月期)

第24期
(2019年３月期)

第25期
(2020年３月期)

第26期
(当連結会計年度)
(2021年３月期)

売 上 高 (百万円） － － 9,265 8,999

経 常 利 益 (百万円） － － 535 705
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円） － － 468 670
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 (円) － － 41.85 60.63

総 資 産 (百万円） － － 11,146 11,132

純 資 産 (百万円） － － 9,836 10,071
１ 株 当 た り
純 資 産 額 (円) － － 876.72 929.16

（注）１．第25期より連結計算書類を作成しておりますので、第24期以前については記載してお
りません。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、１株
当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出しております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

区　　　　分 第23期
(2018年３月期)

第24期
(2019年３月期)

第25期
(2020年３月期)

第26期
(当事業年度)
(2021年３月期)

売 上 高 (百万円） 8,477 5,003 9,158 8,759
経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ ) (百万円） 164 △1,651 588 725
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 (△ ) (百万円） 80 △2,000 523 695
１株当たり当期純利
益 又 は １ 株 当 た り
当 期 純 損 失 (△ )

(円) 7.18 △178.83 46.82 62.84

総 資 産 (百万円） 13,035 9,701 11,128 11,161

純 資 産 (百万円） 11,418 9,313 9,867 10,128
１ 株 当 た り
純 資 産 額 (円) 1,020.67 832.45 881.70 936.58

（注）１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、自己株式を控除した期中平均発行済
株式総数により、１株当たり純資産額は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により
算出しております。
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（３）重要な子会社の状況
会社名 資本金 当社の

議決権比率 事業内容

ax株式会社 150百万円 90.00％

AIに関するコンサルティング（AIアプリの開
発等）
AIに関するフレームワークの開発、販売
ミドルウェア（AXIP）の販売

（注）ax株式会社は2020年12月１日付で当社の連結子会社であるモーションポートレート株式
会社を吸収合併しております。
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（４）対処すべき課題
当社グループでは持続的な成長のため、以下の課題に取り組んでまいります。

①　新規事業の規模拡大について
当社グループの主力市場であるパチンコ・パチスロ機市場は、市場の漸減

傾向に加え、パチンコ・パチスロ機構成部材のリユースによる需要縮小の影
響を受けるなど、厳しい環境が続いております。今後の市場動向につきまし
ても、当面は不透明な状況が続くことが想定されております。このような状
況の中、当社グループが持続的な成長を実現していくためには、事業の多角
化等による新たな収益機会の獲得が必要不可欠であると考えております。

現在、事業の多角化に向けた取り組みとして、医療機器や産業用機器等の
組み込み機器に向けたグラフィックスLSIの販売拡大に加え、ミドルウェア、
機械学習/AI、ブロックチェーン、セキュリティの４領域における事業化に
注力しております。当社グループでは、事業の多角化に向けて組織改正や子
会社設立などの体制整備を進めるとともに、事業化を一層加速させるための
アライアンスやM&A、事業投資の検討等を積極的に進めております。

②　パチンコ・パチスロ機市場での安定収益の確保について
パチンコ・パチスロ機市場は厳しい市場環境が続いておりますが、同市場

は当社グループ製品をはじめとする電子部品の需要が旺盛な巨大な市場であ
ることに加え、当社グループにおいて事業化が可能な未参入領域も残されて
おり、引き続き重要な市場であると考えております。

同市場に向けましては、引き続き主力製品であるグラフィックスLSIを中
核製品とし、システムビジネスへの展開、さらには同市場内における新たな
領域への製品開発など製品の多様化を図ってまいります。また、顧客の開発
負荷を軽減する開発支援環境の整備向上を図り、顧客とより密着した付加価
値の高いソリューションを提供してまいりたいと考えております。このよう
な施策を有機的に展開し、厳しい市場環境においても安定収益の確保と中長
期的な成長を実現してまいりたいと考えております。

③　知的財産権の保護・保全及び他社の知的財産権の侵害リスクを排斥するた
めの取り組みについて
当社グループは、開発した各種技術に係る知的財産権の保護・保全に加え、

当社グループの事業規模の拡大に応じて、他社の知的財産権の侵害リスクが
高まるとの認識のもと、他社の権利を侵害しないための体制整備が重要な課
題であると認識しております。以上の課題に対し当社グループでは、社長直
轄の知的財産権全般にわたる担当部署を設置するとともに弁理士との緊密な
関係構築や知的財産権に関する社内セミナーの開催といった取り組みを継続
的に実施しております。今後におきましても、研究開発担当者、知的財産権
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を統括する部署及び弁理士との連携強化を進め、さらなる実効性の向上に努
めてまいりたいと考えております。

④　コーポレート・ガバナンスの充実について
当社グループは、継続的な企業価値向上及び持続可能な成長を実現するた

めには、コーポレート・ガバナンスの充実が重要であると考えており、業態、
事業規模等に見合ったコーポレート・ガバナンス体制を適宜構築していくこ
とが重要な課題であると考えております。

（コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方）
当社は、企業理念に定める「Mission」「Vision」「Values」の価値観を共

有して事業に取り組む。また、この理念のもと、企業組織として社会的倫理観
をもって事業活動を行うとともに、経営の健全性、透明性、効率性を高めるこ
とにより、企業価値の向上と持続可能な成長を目指す。

アクセル企業理念
Mission ： 洗練された製品・サービスの創造を通じ、世の中の革新に貢献

しよう
Vision ： 先端テクノロジー企業として、グローバルに活躍することを目

指そう
Values ： 顧客の満足を第一としよう

プロフェッショナルとして挑戦することを楽しもう
多様性を尊重し、仲間と、より大きなことを為そう
スピードを上げよう

　以下の項目につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.axell.co.jp/）に掲載しております。
１．企業集団の現況（５）主要な事業内容、（６）主要な営業所及び工場、（７）従業員の状況、
（８）主要な借入先の状況、（９）その他企業集団の現況に関する重要な事項、２．株式の状況、
３．会社の新株予約権等に関する事項
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４．会社役員の状況
（１）取締役の状況（2021年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 松 浦 一 教 筑波大学客員教授

代表取締役副社長 斉 藤 昭 宏 ax株式会社　取締役

取 締 役 蟹 江 幸 司 情報セキュリティ担当ゼネラルマネージャー

取 締 役 客 野 一 樹

技術グループアルゴリズムチーム管掌
新規事業推進担当ゼネラルマネージャー
筑波大学客員准教授
株式会社VIPPOOL　取締役
ax株式会社　取締役

取 締 役
（監査等委員・常勤） 西 　 坂 　 禎 一 郎 中小企業診断士

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 三 村 勝 也

公認会計士・税理士
株 式 会 社 稲 葉 製 作 所 社外取締役
フ ァ ナ ッ ク 株 式 会 社 監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 鈴 木 眞 巨

ストラテジック キャピタル パートナーズ株式会社　代表取締役
株式会社シブヤテレビジョン　代表取締役社長
株 式 会 社 立 誠 社 監査役

取 締 役
（ 監 査 等 委 員 ） 五 十 島 　 滋 　 夫 公認会計士・税理士

ＴＩＳ税理士法人 代表社員
（注）１．取締役（監査等委員）西坂禎一郎氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び五十島滋夫氏は社

外取締役であります。
２．取締役（監査等委員）三村勝也氏及び五十島滋夫氏は、長年にわたる公認会計士及び

税理士としての財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
３．情報収集その他監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために取締役（監査

等委員）西坂禎一郎氏を常勤の監査等委員として選定しております。
４．取締役（監査等委員）西坂禎一郎氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び五十島滋夫氏を東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

（２）責任限定契約の内容の概要
当社と取締役（監査等委員）西坂禎一郎氏、三村勝也氏、鈴木眞巨氏及び五

十島滋夫氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の
損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は会社法第425条第１項各号に定め
る金額の合計額としております。
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（３）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保

険会社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社及び
子会社の取締役、監査役であり、保険料は全額当社が負担しております。当該
保険契約により被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと、又は当該責
任の追及にかかる請求を受けることによって生ずることのある損害が填補され
ることとなります。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為
に起因して生じた損害は填補されない等一定の免責事由があります。

（４）取締役の報酬等
①　当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く)
（うち社外取締役）

114
（－）

94
（－）

－
（－）

19
（－）

4
(－)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

31
（31）

31
（31）

－
（－）

－
（－）

4
(4)

合 計
（うち社外役員）

145
（31）

125
（31）

－
（－）

19
（－）

8
(4)

（注）取締役（監査等委員を除く）の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含
まれておりません。

②　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は2021年2月25日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締

役を除く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。ま
た、取締役会は当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内
容の決定方法及び決定された報酬等の内容が、当該決定方針と整合していること等
を確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

＜基本方針＞
当社の取締役の報酬は、持続的な企業価値向上に向けた健全なインセンティブと

して十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の
決定に際しては、各取締役の職責等を踏まえた適正な内容及び水準とすることを基
本方針としております。具体的には、業務執行取締役の報酬は固定報酬としての基
本報酬（金銭報酬）に加え、事業年度ごとの業績に基づく短期業績連動報酬（金銭
報酬）と中長期的な業績と企業価値向上への貢献意識を高めることを目的とした中
長期業績連動報酬（株式報酬）により構成しております。また、社外取締役につい
ては、その職務に鑑み「基本報酬」のみを支払うこととしております。
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＜基本報酬（金銭報酬）に関する方針＞
当社の取締役の基本報酬は、職責等に応じた堅実な職務執行を促すための固定報

酬（月別）とし、各取締役の役位、職責、経験、能力、自己評価、従業員の給与と
のバランス、同業種における他社水準なども考慮しながら、総合的に勘案して決定
することとしております。また、業績に対する経営責任を明確にするため、以下の
減額条項を定めております。
（固定報酬減額条項）＊対象は業務執行取締役のみとする。
・当期純損失（連結決算優先）を計上した場合、翌期固定報酬を６ヶ月間役職に応

じて30～20％相当分を減額する。
・上記固定報酬の減額は最低額とし、状況により取締役会で減額幅拡大の検討を行

う。

＜業績連動報酬等並びに非金銭報酬等に関する方針＞
業績連動報酬は、事業年度ごとの業績に基づく「短期業績連動報酬」と、中長期

的な業績と企業価値向上への貢献意識を高めることを目的とした「中長期業績連動
報酬」による構成としております。短期業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上
に対する意識を高めるために業績指標を反映した金銭報酬とし、各事業年度の自己
資本利益率（ROE：連結決算優先）の水準に応じた額を賞与として、支給水準に達
した年度の終了後に支給いたします。また、支給基準は、株主目線を経営に取り入
れるため資本コストを意識するものとし、自己資本利益率（ROE：連結決算優先）
８％以上の場合に支給するものとしておりますが、適切なインセンティブとして継
続して機能するよう、監査等委員会の意見を踏まえたうえで、環境の変化に応じて
適宜見直しを行います。なお、見直しに当たっては株主総会の承認決議を得るもの
といたします。

中長期業績連動報酬は、株価変動のメリットとリスクを株主と共有し、長期的な
株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲をより高める報酬構成とするため、非金銭
報酬となる譲渡制限付株式報酬としております。株主との利害共有を長期にわた
って実現するため、譲渡制限期間は30年間とし、当社企業集団の取締役及び使用人
のいずれの地位からも退任又は退職するまでは譲渡等の処分を行うことはできな
いものとしております。また、譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭
報酬債権の総額は年額30百万円以内とし、支給時期は定時株主総会終了後、１か月
以内を目安としております。

＜報酬等の割合に関する方針＞
取締役の種類別の報酬割合は、当社と同程度の事業規模や同業種における他社水

準を参考に、上位の役位ほど業績連動報酬の比重が高まることを基本構成としてお
ります。報酬等の種類ごとの割合は、短期業績連動報酬の支給基準である連結ROE
８％達成時において、業務執行取締役でおおよその目安として基本報酬：業績連動
報酬等：非金銭報酬等＝70：20：10としております。
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＜報酬等の決定の委任に関する方針＞
当社の取締役の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を

有する者は、取締役会となっておりますが、代表取締役社長松浦一教氏がその具体
的な内容につきまして委任を受けるものとしております。その権限の内容及び裁
量の範囲につきましては、株主総会で決定された総額限度内で、各取締役の職責、
職務執行状況及び取締役の自己評価等を総合的に勘案し、代表取締役社長が個別報
酬額（株式報酬の場合は個人別の金銭報酬債権額及び割当株式数）を決定すること
に限るものとしております。また、適切な権限の行使のため、個別の報酬額等は、
独立社外取締役から構成される監査等委員会の意見を確認の上、取締役会において
最終決定しております。

＜取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項＞
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2020年6月30日

開催の第25期定時株主総会において、固定報酬枠として年額150百万円以内（使用
人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）、業績連動報酬枠のうち短期業績連動
報酬として自己資本利益率（ROE：連結決算優先）が８％以上12％未満で年額50
百万円、12％以上16％未満で年額80百万円、16％以上は４％上がるごとに20百万
円を上乗せする内容で決議しております。また、金銭報酬とは別枠で、2020年6月
30日開催の第25期定時株主総会において、株式報酬の額として年額30百万円以内、
株式数の上限を年37,500株以内（監査等委員である取締役を除く。）と決議してお
ります。なお、当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の員数は４名です。

取締役（監査等委員）の金銭報酬の額は、2016年6月18日開催の第21期定時株
主総会において、年額40百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時
点の取締役（監査等委員）の員数は４名です。

なお監査等委員を含めた取締役の員数は、定款で10名以内と定めております。

　以下の項目につきましては、法令及び当社定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当
社ウェブサイト（https://www.axell.co.jp/）に掲載しております。
４．会社役員の状況（４）社外役員に関する事項、５．会計監査人の状況、６．職務の執行が法令
及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用
状況の概要、７．剰余金の配当等の決定に関する方針、８．会社の支配に関する基本方針
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連 結 貸 借 対 照 表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

9,994
7,913

924
1,076

7
0

73
△0

1,138
96
63
32
56
41
14

985
783
40

161

（負　債　の　部）
流 動 負 債 1,021

買 掛 金 756
未 払 法 人 税 等 48
未 払 消 費 税 等 37
そ の 他 179

固 定 負 債 39
資 産 除 去 債 務 39

負 債 合 計 1,061
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 9,819
資 本 金 1,028
資 本 剰 余 金 871
利 益 剰 余 金 8,245
自 己 株 式 △326

その他の包括利益累計額 213
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 213

新 株 予 約 権 15
非 支 配 株 主 持 分 23
純 資 産 合 計 10,071

資 産 合 計 11,132 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,132
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連 結 損 益 計 算 書
(自 2020年 ４月 １日)至 2021年 ３月 31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 8,999
売 上 原 価 5,907

売 上 総 利 益 3,091
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,555

営 業 利 益 536
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 5
助 成 金 収 入 119
投 資 事 業 組 合 運 用 益 42
そ の 他 3 170

営 業 外 費 用
そ の 他 1 1
経 常 利 益 705

特 別 損 失
減 損 損 失 2
子 会 社 株 式 評 価 損 1
子 会 社 清 算 損 1
そ の 他 0 6

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 699
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 77
法 人 税 等 調 整 額 △47 30
当 期 純 利 益 669
非支配株主に帰属する当期純損失 △1
親会社株主に帰属する当期純利益 670
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貸　借　対　照　表
（2021年３月31日現在）

（単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　産　の　部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
工具、器具及び備品

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
敷 金 及 び 保 証 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

9,797
7,775

875
1,076

0
2

65
2

1,363
96
63
32
14
2

12
1,252

783
341

4
70
40
13

（負　債　の　部）
流 動 負 債 993

買 掛 金 756
前 受 金 4
未 払 金 121
未 払 費 用 20
未 払 法 人 税 等 47
未 払 消 費 税 等 29
預 り 金 14

固 定 負 債 39
資 産 除 去 債 務 39

負 債 合 計 1,032
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 9,899
資 本 金 1,028
資 本 剰 余 金 871

資 本 準 備 金 871
利 益 剰 余 金 8,325

利 益 準 備 金 1
その他利益剰余金 8,324

繰越利益剰余金 8,324
自 己 株 式 △326

評 価 ・ 換 算 差 額 等 213
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 213

新 株 予 約 権 15
純 資 産 合 計 10,128

資 産 合 計 11,161 負 債 ・ 純 資 産 合 計 11,161
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損　益　計　算　書
(自 2020年 ４月 １日)至 2021年 ３月 31日

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 8,759
売 上 原 価 5,838

売 上 総 利 益 2,920
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,364

営 業 利 益 555
営 業 外 収 益

受 取 利 息 0
受 取 配 当 金 5
助 成 金 収 入 119
投 資 事 業 組 合 運 用 益 42
そ の 他 3 170

営 業 外 費 用
そ の 他 0 0
経 常 利 益 725

特 別 損 失
減 損 損 失 0 0

税 引 前 当 期 純 利 益 724
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 76
法 人 税 等 調 整 額 △47 29
当 期 純 利 益 695
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連結計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 ア ク セ ル 2021年５月21日

取締役会　御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 横 　 内 　 龍 　 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 塚 　 徹 ㊞

監査意見
当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社アクセルの２０２０年

４月１日から２０２１年３月３１日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、株式会社アクセル及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているもの
と認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の
責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、
会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断
している。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制
を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開
示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書にお
いて独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又
は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思
決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程
を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな
いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する
重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企
業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表
示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示している
かどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十
分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び
実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

以　　上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

株 式 会 社 ア ク セ ル
2021年５月21日

取締役会　御中
EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 横 内 龍 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 飯 塚 　 徹 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社アクセルの２０
２０年４月１日から２０２１年３月３１日までの第２６期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す
ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を
監視することにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は
誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
  監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を
通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リ
スクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断によ
る。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会
計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、
入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況
に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要
な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類
等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計
の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構
成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうか
を評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程
で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規
定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告
を行う。

利害関係
  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害
関係はない。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2020年４月１日から2021年３月31日までの第26期事業年度にお
ける取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下の
とおり報告いたします。

１.　監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監
査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインター

ネット等を経由した手段も活用しながら、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務
及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等とオンライン形式で意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及
び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行
われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）
を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書
類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附
属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２.　監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示
しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大
な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執
行についても、指摘すべき事項は認められません。
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（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認

めます。
（3）連結計算書類の監査結果

会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

2021年５月24日

株 式 会 社 ア ク セ ル 　 監 査 等 委 員 会

監査等委員（常勤） 西 　 坂 　 禎 一 郎 ㊞
監査等委員 三 村 勝 也 ㊞
監査等委員 鈴 木 眞 巨 ㊞
監査等委員 五 十 島 　 滋 　 夫 ㊞

（注）監査等委員４名は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締
役であります。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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最 寄 駅 ：・ＪＲ飯田橋駅東口より徒歩約５分
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ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、
より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した
見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。


